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避難住民に関する特定の事務の告示の一部改正について（通知） 

 

 

東日本大震災における原子力発電所の事故による災害に対処するための避難住民

に係る事務処理の特例及び住所移転者に係る措置に関する法律（平成２３年法律第９

８号。以下「法」という。）第５条第１項の規定に基づき、指定県及び指定市町村か

ら避難住民に関する特定の事務の届出がありましたので、平成２３年総務省告示第４

８８号（東日本大震災における原子力発電所の事故による災害に対処するための避難

住民に係る事務処理の特例及び住所移転者に係る措置に関する法律第５条第１項の規

定による届出があった件）の一部を改正し、同条第３項の規定に基づき、告示しまし

た。 

 法第６条第１項の規定に基づき、指定県及び指定市町村から避難先団体に通知した

避難住民に係る告示に規定された事務は、法第６条第２項の規定に基づき避難先団体

が処理することとなります。貴職におかれては、法の適切な運用について格別のご配

慮をいただくとともに、貴都道府県の関係部局及び貴都道府県内の市町村に対しても

この旨周知願います。 

なお、本通知は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４５条の４第１項に

基づく技術的な助言であることを申し添えます。 

（連絡先） 

総務省自治行政局市町村課 井口、剱物 

電話：０３－５２５３－５５１６ 

F A X：０３－５２５３－５５９２ 

E-mail：k2.iguchi@soumu.go.jp 


